第９章　建設及び住宅
住宅事情
　昭和55年国勢調査によると、住宅に住む普通世帯は､259万7249世帯となり、内訳は、持ち家に住む世帯が123万4481世帯､民営借家が88万7016世帯、公営借家が33万592世帯、給与住宅が13万4364世帯、間借りが１万796世帯の順となり持ち家に住む世帯が借家に住む世帯を（1万6873世帯）上回った。
　これを、50年と比較すると、持ち家が22万8822世帯（22.8パーセント増）、公営借家が１万3917世帯（4.4パーセント増）と上昇しているのに対し、民営借家が９万1149世帯（9.3パーセント減）、給与住宅が8237世帯（5.8パーセント減）、間借りが3118世帯（22.4パーセント減）と低下している。
　次に、住宅の規模をみると、１世帯当たりの居住室数は4.00室となり、畳数は22.5畳と初めて20畳を越えた。また、１人当たり畳数も50年の6.2畳から7.1畳と増加した。
　また、所有関係別に畳数をみると、持ち家が8.5畳、給与住宅が6.0畳、民営借家が5.5畳、公営借家が5.1畳、間借りが4.9畳となっており、いずれも増加している。
着工建築物
　昭和56年中に着工された府下の全建築物は、棟数で４万5363棟、面積で1138万3176平方メートルとなり、その工事予定額は１兆4312億円に達したが、前年に比べて棟数で8142棟（15.2パーセント減）、面積で78万2772平方メートル（6.4パーセント減）とそれぞれ減少した。しかし、金額では478億円（3.5パーセント増）増加となった。
　次に棟数について過去５年間の年次別推移をみると、52年から53年は1.1パーセント減、53年から54年は0.6パーセント減と僅かな減少となっていたが、54年から55年は18.6パーセント減、55年から56年は15.2パーセント減と大幅な減少となった。
　着工建築物を建築主別の割合でみると、民間部門が棟数で94.1パーセント、面積で84.6パーセント、金額で83.7パーセントとその大半を占め、その中でも個人建築物は２万9174棟で棟数全体の64.3パーセントを占めており、その割合も高めている。一方、公共部門では、市町村によるものが1370棟、府によるものが625棟、国によるものが683棟で、前年と比較して国が46.9パーセント増、府が7.6パーセント増、市町村が5.9パーセント増とそれぞれ増加した。
また、１棟当たりの面積では国によるものが754.3平方メートル、府によるものが473.8平方メートル、市町村によるものが689.8平方メートル、会社・会社でない団体によるものが417.0平方メートル、個人によるものが136.9平方メートルとなっている。
　構造別でみると、木造が棟数2万9320棟で構成比の64.6パーセント、面積287万3646平方メートルで同25.2パーセントを占め、鉄骨造が棟数１万1923棟で同26.3パーセント、面積345万970平方メートルで同30.3パーセント、鉄筋コンクリート造が棟数3482棟で同7.7パーセント、面積264万2581平方メートルで同23.2パーセントとなっている。
棟数を前年と比較すると、木造が18.1パーセント減、鉄筋コンクリート造が2.8パーセント減、鉄骨造が11.3パーセント減を主としいずれの構造も減少している。
　また、１平方メートル当たりの工事予定額をみると、鉄筋コンクリート造が13万9918円、木造が11万4636円、鉄骨造が11万702円となっており、前年と比べ鉄筋コンクリート造が7.7パーセント増、木造が12.0パーセント増、鉄骨造が14.0パーセント増と工事予定額が上昇している。
　用途別にみると、居住用（産業併用を含む）は３万7763棟で前年に比べ7168棟（16.0パーセント）減少し、面積も47万1404平方メートル（6.3パーセント）の減少となっている。
　一方産業用は、7600棟で前年に比べ974棟（11.4パーセント）減少し、面積も31万1368平方メートル（6.7パーセント）の減少となっている。
　内訳では、他に分類されないものを除くと、サービス業用の面積が僅かに増加したほかは、棟数、面積とも減少している。
住宅の着工状況
昭和56年中に着工した新設住宅数は、７万9142戸で前年に比べ4.9パーセント減少した。
　これを利用関係別にみると、持ち家が２万721戸、貸家が１万192戸、給与住宅が957戸、分譲住宅が３万8272戸となっており、前年と比べ持ち家が0.2パーセント増、貸家が3.4パーセント増、給与住宅が7.8パーセント増とそれぞれ増加しているが、分譲住宅だけが前年に引き続き11.3パーセント減少している。
　また、１戸当たりの延べ面積をみると、持ち家が117.3平方メートル、給与住宅が102.3平方メートル、分譲住宅が81.3平方メートル、貸家が55.0平方メートルと続いている。
　資金別では、民間資金による住宅が最も多く、着工総数の63.9パーセントを占めているが、前年と比べ16.1パーセント減少している。次いで住宅金融公庫融資住宅の24.1パーセントで、前年と比べ23.1パーセント増加している。
　
公共賃貸住宅
　昭和56年度中の公共賃貸住宅の建設戸数は5304戸であり、前年より2.6パーセントの減少となっている。
　この内訳は、府営住宅が1323戸、市町村営住宅2638戸、公団賃貸住宅1342戸、住宅供給公社賃貸住宅0戸である。
　また、それぞれの56年度末現在の住宅管理戸数は、府営住宅12万3148戸、市営住宅９万6235戸、大阪府住宅供給公社営２万3162戸、大阪市住宅供給公社営2096戸、公団営10万2340戸となっている。
